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令和６年度決算総括質疑の概要 
 

 

令和７年第３回二宮町議会定例会 
 

日 時  令和７年９月９日（火） 午前９時３０分より 

 

№ 議 員 質疑の概要（本人の提出原稿） 

１ 
一石 洋子 

議員 

 

令和 6年夏、消滅可能性都市からの脱却―「千年続く循環するまちづくり」と

いう一文を村田町長は町村長随想に寄せている。町長就任時の消滅可能性都市の

烙印が 10 年後の払しょくに至る成果の事業の紹介で独自の移住相談、子育て教

育施策に続いて町民との協働のエコフェスタ、子どもたちと発出した気候非常事

態宣言、さらに昨年の二宮気候市民会議の二宮らしい住民ファシリテーターによ

るフラットな対話の広がりを引用、「二宮町は子どもから大人までがやりたいこ

とができる町」として移住者、女性の初の町長として急務である耐震性のある庁

舎整備、さらに次々と生まれる住民による第 3の居場所づくりに言及し、地域、

個人の多様な可能性をいかに官民協働で生かせるか「こどもまんなかに千年続く

循環するまちづくり」への歩みを進めるとあった。村田町政 3期目の総決算の任

期最終の年度を迎えるにあたり、令和 6年度決算について当初の 3月予算議会に

おける町長施政方針で言及のあった以下の項目について総括的に質問する。 

 

「公共施設の利便性、機能性を高めるまちづくり」 

 

未来 50年を超える長期にわたる事業の場である新庁舎建設を確実にした。激

動する世界状況、そして日本の社会状況からも今後の自治体に求められる柔軟に

創造的に住民をささえる存在になるための投資でもある。さらに複合化、重層化

する課題解決に多様なコラボレーションが自然にうまれるハード、ソフトの仕掛

けを作る必要がある。公共施設は未来への招待となるような住民の想像力を喚起

する場にもなるべきだ。 

令和 6年度新庁舎基本設計のパブコメを行う中でラディアン、および新庁舎へ

の多様な提案があった。どのような官民協働のソフトとハードのデザインを想定

していたか確認したい。 

 

「子どもの笑顔かがやく、子育てと教育のまちづくり」 

 

こどもまんなか千年続く循環するまちづくりという二宮独自のワードは 100％

支持するし、実際にこれが現実的な進歩に帰したとしても日本の未来を支える推

進力に大いに資すると考える。 

 

① 令和 6年度決算の子ども家庭センターの一体的相談支援の実績、効果と 7年

度に生かした、あるいは持ち越した課題について確認する。 

 

② 町内小学校に「まなびの教室」 を開設し就学前後の支援を充実するために、

子育て・教育に携わる職員の連携 強化を図る研修を行い、小学校へ進学した

後も学校生活をスムーズに送ることができるようにするとした実績と成果、ま

た結果として不登校児童生徒の実数と成長、学習環境がどのように変化したか

も確認したい。 
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③ 令和 6年度予算町長施政方針に施設一体型小中一貫教育校設置の研究を進

めるとあった。 

研究の成果を確認する。 

 

④ 中学校給食費無償化は歓迎される事業であったが、給食の教育的効果につい

ての検証はいかがか。町長はオーガニック給食を公約に掲げたがオーガニック

給食で全国的に有名な、何億円もの経済効果を達成したいすみ市はそもそも生

物多様性の田んぼを復活させる協議会が原点であった。COP10 に参加する NPO

法人の動きもあったが協議会は市の主催で首長のトップダウンでコウノトリ

の来る田んぼの豊岡市を理想とする動きであった。無農薬のコメ作りを素人の

職員が豊橋市に入っていた専門家とともに農家の方々と研究と試行を重ね、コ

メが取れるようになると農家の方から子どもたちに食べさせたいとのことで

給食に生かされた。これは有機農業者を増やし、さらにいすみブランド米によ

る農家支援、学校の生き生きとした食育、給食食べ残しの減、移住者の激増を

生んだ。 

オーガニック給食は重要な実装の仕組みで波及効果はいすみ市の実績から

明らかだ。気候市民会議の提言にもあり協力する住民団体は循環する千年のま

ちづくりの重要な要素と位置づけ尽力してきた何よりも町長の公約である。 

令和 6年度の学校給食の食育としての事業効果について確認するとともに、

一学期に一回イベント的に住民団体のマネジメントで という頻度と体制に

とどまったのはなぜか説明いただきたい。 

 

「気候変動対策による持続可能なまちづくり」 

 

二宮町気候非常事態宣言はここ 80年で失われた「生物多様性と人の生活が循

環する仕組み」の再生を訴えている他のどの自治体の宣言とも一線を画するもの

でありながら世界の先端の動きと親和するものだ。 

 

① 令和 6年の気候市民会議の提言が区域施策編にも生かされ町民みんなで行

動するまちづくりの推進になるとの予算であった。 

そもそも気候市民会議は政策提案の場であり、行政がいかに実装につながる

協働の仕組みをつくれるかが重要なポイントである。実際に職員と住民ファシ

リテーターは信頼関係を育て重要な軌跡を作ったが住民の目に見える効果は

やはり政策に生かしてこそである。行政側の戦略を確認したい。 

 

② 防災と環境は今や一つにつながる。令和 6年度後半の住民団体による千年に

のみや地球会議では台風 10号の被害を受けグリーンインフラ学習会を行っ

た。東大の研究者による学びはまずは古来からの歴史的な地域のグリーンイン

フラを見つけることが重要であるといわれていた。二宮の古来のグリーンイン

フラは田んぼである。現在棚田の一つはすでに住民団体により再生され、上流

の中井町でも団体メンバーを中心に数反の葛川沿いの田んぼが再生され、都会

から通いたいという希望者も増えている。グリーンインフラ・流域治水は気候

市民会議提言にもあった。台風 10号は実に 18 件の土砂崩落がハザードマップ

の危険区域で起きており、地域ごとの減災施策の中にきめ細かなグリーンイン

フラの視点の調査や情報共有が必要である。これはまさに、今後長きに資する

減災の格好の多世代の学びの教材でもある。 

そもそも「千年続く循環するまちづくり」の要素は住民の子どもから大人ま

でが地域の里山資源再生にかかわり、手をかけ続けることで持続するという中

村桂子博士や日本総研のキュレーターであり住民でもある井上岳一氏から子

ども真ん中にラディアンホールで学び紡いだ言葉だった。令和 5年度決算総括

でも同様の言及を私からしたが受け止め、成果はいかがか、さらに国策もひき
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つけこれを協働で推進する担当部署が必要と思われるが行政はいかなる考え

か。 

 

③ 令和 6年 8月の台風 10 号の葛川氾濫は激甚化する線状降水帯のリスクをま

ざまざと見せつけた。 

流域治水は今や国策で県は葛川流域治水協議会事務局として秦野市、中井

町、大磯町、二宮町で流域治水会議を開催してきている。本来流域治水とは地

域の多様な住民、学校、企業、農業者、地主等が当事者意識をもって参画し、

千を超えるグリーンインフラ等の実装を重ね学びつなぐべき面的な広がりの

ある施策になるべきと要望してきたが、県や流域自治体とわが町の行政のスタ

ンスを確認したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

２ 
渡辺 訓任 

議員 

 

2024（令６）年度は、物価上昇が続く一方で収入が実質目減りとされる、多く

の町民には厳しい状況であった。また、年初の能登半島での震災を受けて防災へ

の関心が高まる中、当町でも異常ともいえる猛暑に加え、８月末には台風 10 号

の影響で葛川が氾濫、多くの世帯に被害を与えた。決算について、施政方針に沿

って、町長の所見を問う。 

 

（公共施設の利便性、機能性を高めるまちづくり） 

⚫ 大規模な投資事業となる新庁舎整備などのラディアン周辺整備については、

建設費高騰が全体の事業費や他事業に対する影響を心配する声が聞かれる。

物価高騰が続く中、町財政に与える影響をどのように捉えているか。 

 

（子どもの笑顔がかがやく、子育てと教育のまちづくり） 

⚫ 年度末に施設一体型小中一貫教育校設置研究会が提言を出しているが、これ

についてはどう進められているのか。 

⚫ 中学校では学校給食無償化が実現したが、小学校については保護者の負担増

については町が支援するものの、無償化は実現していない。学校給食無償化

について、国・県への働きかけはどうなっているか。 

 

（気候変動対策による持続可能なまちづくり） 

⚫ 昨年も今年も夏の暑さは極めて厳しいものとなっている。この暑さは、地球

温暖化に関連していると受け止められているが、町としての気候変動への取

り組み、また特に夏の暑さ対策、葛川溢水対策などは進んだのか。 

 

（誰もが自分らしく安全・安心に暮らせるまちづくり） 

⚫ 地区・地域活動や地域介護を含め、町でも多くの分野で担い手の確保と育成

が課題になっている状況は変わっていないが、町としての取り組みは、どの

ように進んでいるか。 

 

（新しい時代に向けて、しなやかに対応するまちづくり） 

⚫ 元気なまちづくりには、核となる産業の育成、地元経済の活性化が必要と考

えるが、どのような進捗があったか。 
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３ 
野地 洋正 

議員 

 

一般会計当初予算 93億 6,700 万円に対し、歳出決算は約 101 億 3,000万円 

（７億 6,300 万円増 108%）となった。国による新型コロナ対策事業が減少す

る中、急を要す課題解決に向け補正予算を組み、積極的に対応してきた表れとも

捉えられる。 

「歳入歳出決算の認定について」の審査・審議にあたり、まずは令和６年度施

政方針から、以下事業を中心に「成果→反省・課題抽出→対策→今後の展開」を

伺う。 

 

＜令和６年度 施政方針」より＞ 

『公共施設の利便性、機能性を高めるまちづくり』 

〇ラディアン周辺における施設一体的な基本設計 

〇災害時の拠点となる地域集会施設「富士見が丘公会堂建設」「中里老人憩の

家耐震改修」 

 

『子どもの笑顔がかがやく、子育てと教育のまちづくり』 

〇施設一体型小中一貫教育校設置に向けた検証 

〇「まなびの教室」 

〇小中学生の給食費無償化 

 

『気候変動対策による持続可能なまちづくり』 

〇一級町道 10号線汚水管切り回し工事 

 

『誰もが自分らしく安全・安心に暮らせるまちづくり』 

〇「個別避難計画」 

〇自治会・町内会運営について 

〇高齢者ゴミ個別収集 

〇「公共交通の維持確保」「福祉的視点の導入」「新たな時代への対応」 

 

『新しい時代に向けて、しなやかに対応するまちづくり』 

〇「組織力の強化」「財政基盤の強化」「多様な主体との連携の強化」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：２番目以降の質疑開始時刻は、直前の質疑終了後となります。 

    本人の通告書の原稿を転記したものです。 


